
2026年版 観光産業構造転換レポート 

「場所」から「時間」への競争激化と、昭和型観光モデルの

終焉 

1. 序論：可処分時間を巡るゼロサム・ゲームの敗者 

2026年現在、観光産業はかつてない構造的危機に直面している。それは一過性の

ブームの終焉ではなく、消費者の価値基準が「場所（どこに行くか）」から「時間

（何を体験するか）」へと根本的にシフトしたことに起因する。 

統計データは残酷な事実を示している。家計調査において「旅行」支出が4.2%減少

する一方で、「チケット・興行」および「外食」支出は増加傾向にある。これは、

消費者が週末の48時間という有限な資源（可処分時間）を、移動を伴う「観光」で

はなく、確実なドーパミン報酬が得られる「ライブエンターテインメント」や「没

入型体験」に投資し始めていることを意味する。 

本レポートでは、なぜ観光地が旧来の「宿泊モデル」を捨て、エンターテインメン

トのプラットフォーム（共犯者）へと変貌しなければならないのか、その経済的・

社会的必然性を論じる。 

2. 社会構造の変革：物語消費から「共創的体験」へ 

2.1 「完成品」から「プロセス」への価値移動 



かつてKADOKAWA等のコンテンツ企業が得意とした「物語消費（漫画・アニメを読

んで完結）」は、収益性の限界を迎えている。2026年の消費者が熱狂するのは、AI 

VTuber「Neuro-sama」に代表されるような、不確実性を含み、自らの介入によっ

て結果が変わる「共創的体験（Co-creation）」である。 

●​ 静的消費の敗北： 読書や単なる風景鑑賞といった受動的な時間は、TikTokや

YouTube等のフロー型コンテンツ、あるいは双方向性のあるライブ配信との可処分

時間争奪戦に敗北している。 

●​ ライブの優位性： デジタルリスク（サイバー攻撃等）が発生しても、リアル

なイベント事業は堅調であった事例が示す通り、「その場にいないと味わえない熱

狂」だけが、消費者を物理的に動かす動機となる。 

2.2 推し活経済圏の拡大と観光の空洞化 

VTuber市場が1,260億円規模へ急成長し、「推し活」が生活の中心となる中、観光地

は「推し」と関係のない単なる保養地としての地位を喪失しつつある。消費者は、1

泊10万円の高級旅館に泊まる予算と時間を、都内でのライブ参加や限定グッズ、あ

るいは投げ銭へと振り向けている。観光地が選ばれるためには、その場所自体が

「推し活」の舞台（聖地やイベント会場）として再定義される必要がある。 

3. コスト面と投資回収（ROI）の圧倒的格差 

観光産業（昭和モデル）とライブエンターテインメント産業（令和モデル）を比較

すると、投資効率において決定的な格差が存在する。 

3.1 アセットヘビー（観光） vs アセットライト（エンタメ） 



●​ 昭和型観光モデル： 土地・建物（RC造）という巨大な固定資産を保有し、減価

償却と維持管理費に苦しむ「ハイリスク・ローリターン」構造である。損益分岐点

は15〜20年と長く、稼働率の低下が直ちに経営危機を招く。 

●​ ライブエンタメモデル： 既存の会場を借り、IP（知的財産）という無形資産

を活用する「アセットライト」経営が可能。損益分岐点は1公演単位で管理でき、オ

ンライン配信による収益の上限（アップサイド）も青天井である。 

3.2 「負の遺産」化した昭和建築 

高度経済成長期に国策（国鉄キャンペーンや社員旅行需要）と連動して建設された

巨大旅館群は、現在、資産ではなく「負債」となっている。 

●​ 更新不能な設備： 1980年代以前の建物は断熱性やバリアフリー対応が欠如し

ており、現代のニーズに合致しない。しかし、アスベスト除去を含む解体費用は数

億円に上り、更地価格を上回るため、解体も更新もできない「ゾンビ建築」と化し

ている。 

●​ バランスシートの毀損： 不動産価値の下落と、バブル崩壊後およびコロナ禍

（ゼロゼロ融資）の二重債務により、多くの施設は実質的な債務超過状態にある。

これにより、新たなエンタメ化への投資（CAPEX）を行う余力は完全に失われてい

る。 

4. 労働市場の崩壊と経営能力の欠如 

「人手不足」は観光地の衰退を加速させているが、その本質は「賃金支払い能力の

欠如」である。 

4.1 労働力の「大移動」 



若年労働者は「消滅」したのではなく、労働環境が悪く賃金の低い宿泊業から、高

付加価値で自律的に働けるデジタル経済圏（VTuber、クリエイター等）や、高賃金

な都市部エンタメ産業へと「移動」したに過ぎない。 

4.2 サービスの質の低下と悪循環 

高級路線（高単価化）へ転換しようにも、それを支えるホスピタリティ人材を確保

できない。結果として、DXによる安易な省人化に走り、顧客満足度を低下させ、さ

らに客足が遠のくという「スローデス（緩やかな死）」のプロセスに陥っている。 

5. 結論：観光地が生き残るための「共犯者」戦略 

以上の分析から、単体の宿泊施設が旧来のモデルを維持することは不可能であると

断言できる。生き残る道は、観光地全体がエンターテインメント企業の「共犯者（

Accomplice）」となり、コンテンツのプラットフォーム化することにある。 

5.1 「エリア単位」での再生とIP誘致 

単独施設ではKADOKAWAやセガサミーといったIPホルダーのパートナーにはなり得

ない。自治体やDMO（観光地域づくり法人）が主導し、地域全体を一つの「テーマ

パーク」あるいは「ライブ会場」としてパッケージ化する必要がある。 

●​ 成功事例： 城崎温泉や阿蘇のように、廃屋を公費で撤去し、景観を統一し、

エリア全体でIPを受け入れる基盤を作った地域だけが選ばれている。 

5.2 昭和の清算：スクラップ＆ビルド 

エンタメ化の前提となるのは「ノイズの除去」である。カビ臭い部屋や不便な設備

は、没入体験を阻害するノイズでしかない。 



●​ M&Aと資本注入： 債務超過の施設は、ファンドや大手資本によるM&Aを受け

入れ、経営権を手放すことで大規模なリノベーション（設備の若返り）を行うしか

ない。 

●​ 減築（Genchiku）とアート化： 白井屋ホテルのように、既存躯体を活かしつ

つ減築し、アートやエンタメ空間として再生する手法も有効だが、高度な企画力が

求められる。 

5.3 最終提言 

2026年、観光地は「泊まる場所」から「体験する舞台」へと定義を変えなければな

らない。それができなければ、物理的な「廃墟」として朽ち果てる運命にある。エ

ンタメ化とは、単なるイベント開催ではなく、「時間消費」という現代の競争ルー

ルに適応するための、産業構造の外科手術なのである。 


	2026年版 観光産業構造転換レポート 
	「場所」から「時間」への競争激化と、昭和型観光モデルの終焉 
	1. 序論：可処分時間を巡るゼロサム・ゲームの敗者 
	2. 社会構造の変革：物語消費から「共創的体験」へ 
	2.1 「完成品」から「プロセス」への価値移動 
	2.2 推し活経済圏の拡大と観光の空洞化 

	3. コスト面と投資回収（ROI）の圧倒的格差 
	3.1 アセットヘビー（観光） vs アセットライト（エンタメ） 
	3.2 「負の遺産」化した昭和建築 

	4. 労働市場の崩壊と経営能力の欠如 
	4.1 労働力の「大移動」 
	4.2 サービスの質の低下と悪循環 

	5. 結論：観光地が生き残るための「共犯者」戦略 
	5.1 「エリア単位」での再生とIP誘致 
	5.2 昭和の清算：スクラップ＆ビルド 
	5.3 最終提言 




